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復興庁

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

令和０１年度 令和０２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

　政策名：復興施策の推進

　　　　　　施策名：（１）復興支援に係る施策の推進

0001 復興特区支援利子補給金 H23 未定 1,335 1,335 1,203 

〇アウトカムの指標の見直しをすること
〇事業の効果が出ていることを積極的に発
信すること
〇引続き予算の適正化をはかり、効果的、
効率的な執行に努めること

現状通り
引続き、自治体と連携しニーズを的確に把握
し、効率的な執行に努めること。

1,188 1,039 ▲150 - 
年度内に改善を

検討

〇アウトカムの指標の見直しについては、
成果実績となる事業数を把握するべきであ
ることから、復興推進計画の認定数により
事業数を把握する
　 ことを適切な測定方法として採用して
いるため、従前からの継続性も勘案して継
続検討する。
〇事業の効果を自治体へのアンケート等に
より測定、検証し、その結果の通知等の発
信に努める。
〇予算の適正化を図り、引き続き効果的・
効率的な予算の執行に努める。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興支援対策費
(事項)東日本大震災復興に係る支援対策に必要な経費

復興庁 - 0001 - - - - - その他 ○

0002 被災者支援総合交付金 H27 未定 17,502 17,502 14,435 

〇事業の効果がわかるよう、アウトカムの
指標、目標値の検討を行い、より適切なも
のにすること
被災者のお心のケアを中心とする事業なの
で、民間のCS調査（顧客満足度調査）やES
調査（従業員満足度調査）のような手法に
より得られるアウトカム指標を追加するこ
とが望ましい。
〇被災者に寄り添った効果的な執行に努め
ること

現状通り
引続き、的確にニーズを把握し、予算規模の
適正化をはかること。適切な進捗管理を行
い、効果的・効率的な執行に努めること

17,661 16,657 ▲1,004 - 
年度内に改善を

検討

○アウトカムについて、より適切に効果が
把握できるような指標や目標値の設定に努
める。
○事業の目的である被災者の生活再建の達
成に向け、引き続き効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。

復興庁（文科省、厚労省）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興支援対策費
(事項)東日本大震災復興に係る支援対策に必要な経費

復興庁 - 0002 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：（２）復興交付金制度に係る施策の推進

0003 東日本大震災復興交付金 H23 H32 80,466 82,285 82,148 

〇令和2年度での事業終了に向けて、引き続
き自治体との連携を密にし、事業計画の進
捗管理を徹底し、効果的・効率的な執行に
つとめること。

現状通り

被災地における市街地の再生等を支援し、復
興に資する必要性の高い事業であり、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

57,346 25,208 ▲32,138 - 現状通り

令和2年度での事業終了に向け、事業計画
の進捗管理の徹底など、引き続き自治体と
の連携を密にし、また被災地それぞれの事
情に配慮しつつ、効率的・効果的な予算の
執行に努めていく。

復興庁から移替えを受けた各省庁（文
部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省）において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興推進費
(事項)東日本大震災復興の推進に必要な経費

復興庁 - 0003 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：（３）原子力災害からの復興に係る施策の推進

0004 福島生活環境整備・帰還再生加速事業 H27 未定 9,583 11,623 7,472 

〇重要な施策であるが、執行率が未だ低い
ため、引き続き、地方公共団体と連携を密
にするなど、より適切にニーズを把握する
こと。
〇復興の進捗状況に応じて事業の見直しを
行い、予算額の適正化を図ること。

現状通り
毎年、多額の不用額及び繰越額を出している
ことを踏まえ、事業計画の進捗状況を把握
し、事業規模の精査を行うこと。

11,133 9,697 ▲1,436 - 現状通り

令和2年度予算要求にあたっては、平成31
年度要求に引き続き、福島県の被災12市町
村から必要経費を聴衆し予算規模の適正化
を図った。引き続き地元の要望を踏まえ、
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)原子力災害復興再生支援事業費
(事項)原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

復興庁 - 0004 - - - - - その他 ○

0005 福島再生加速化交付金 H25 未定 82,847 84,170 79,807 

〇ニーズを的確に把握するとともに、要望
の精査を徹底し、予算の適正化を図るこ
と。
〇地方公共団体と連携し、適切な進捗管理

現状通り
福島の復興・再生に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

89,045 79,328 ▲9,717 - 現状通り

事業の目的である福島の再生の加速のた
め、被災地それぞれの事情に配慮しつつ、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

復興庁（内閣府、警察庁、総務省、文
部科学省、スポーツ庁、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、国土交通
省、環境省、原子力規制委員会）にお

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)原子力災害復興再生支援事業費
(事項)原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

復興庁 - 0005 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：（５）「新しい東北」の創造に係る施策の推進

0006 「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業 H25 H32 778 778 665 

〇事業の終了、目標の達成に向け、引き続
きニーズの把握に努め、きめ細かな支援を
引き続き行うこと。
〇本事業により得られた成果、効果の検証
に取り組むこと。
〇申請を精査し、他事業との切り分けを明
確にし、効率的に執行すること。
〇執行に当たっては、公平性、競争性を高
める取り組みを行うこと。

現状通り

引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めるとともに、支出先の選定
に当たっては、競争性を確保する取組を行う
こと。

700 698 ▲2 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていくとともに、本事業によって得られ
た成果・効果の検証を行う。
また、本事業に関する申請の審査に当たっ
ては、他事業との重複がないよう留意す
る。
支出先の選定に当たっては、引き続き、十
分な公告期間の確保や事業内容の精査等に
より競争性を確保するよう努める。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0006 - - - - - その他 ○

0007 「新しい東北」交流拡大モデル事業 H27 H32 433 433 403 

〇事業の終了に向け、本事業の効果検証を
行い、復興における本事業の位置づけを明
確にすること。
〇事業の成果を積極的にアピールすること
により、事業終了後も成果を活用できるよ
うにすること。

現状通り
東北の観光復興に資する必要性の高い事業で
あり、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

360 357 ▲3 - 現状通り

事業の終了に向け、過年度実績も含めた本
事業の効果検証を進めるとともに、その成
果を積極的に発信するなど、東北における
外国人交流人口拡大の取組の定着に向け、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0007 - - - - - その他 ○

0008 チーム化による水産加工業等再生モデル事業 H29 H32 121 121 110 

〇事業終了に向け、進捗管理を適正に行う
こと
〇事業の成果の検証を行い、今後の参考と
なるように取りまとめること。

現状通り

本事業における成果目標の達成状況や実施し
た事業等について検証を実施すること。ま
た、本事業によって得られた成果を別の地域
及び別事業に生かせる取組を継続すること。

108 111 3 - 現状通り
本事業によって得られた成果については、
他の地域や他の事業で活用できるよう取組
を引き続き実施。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0008 - - - - - その他 ○

0009 伴走型人材確保・育成支援モデル事業 H29 H32 323 323 292 

〇事業終了に向け、事業の成果の検証、取
りまとめを行うこと。
〇得られた成果を事業終了後有効活用でき
るよう、自治体等に提供すること。

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

301 300 ▲1 - 現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、他の人材確保・育成事業との連絡を
図りながら効率的な取り組みを行う。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0009 - - - - - その他 ○

0010 企業間専門人材派遣支援モデル事業 H29 H32 351 351 224 

〇本事業の取組みが目標達成に効果的であ
るか分析、検証すること。
〇受入れ者の満足度をより高めるよう、
ニーズの把握をより的確に行い、受託者の

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

290 43 ▲247 - 現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、他の人材確保・育成事業との連絡を
図りながら効率的な取り組みを行う。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0010 - - - - - その他 ○

0011 被災地域人材確保対策調査事業費 H29 H32 29 29 17 

〇関係機関との連携を密にし、事例の精度
を高め、地域への展開など、より活用をは
かること。
〇本事業の予算額の適正化を図り、引き続

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

29 55 26 - 現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、他の人材確保・育成事業との連絡を
図りながら効率的な取り組みを行う。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0011 - - - - - その他 ○

0012 被災地企業の資金調達等支援事業 H30 H32 112 112 110 

〇事業の目的、対象をより明確にするこ
と。
〇本事業で得られた成功事例を積み上げ、
成果を活用することで、クラウドファン
ディングの周囲への普及、展開を図るこ
と。

現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模に
ついて精査しつつ、効率的・効果的な予算の
執行に努めていく。

99 84 ▲16 - 現状通り

本事業は、被災地事業者が資金調達手段の
多様化を図ることを目的としており、被災
地（主に岩手県、宮城県、福島県）の復興
に資する取組を行う事業者等を対象として
いる。
被災地で実施する説明会及び支援事業事例
集の積極的な配布を通じて、より多くの事
業者等に対しクラウドファンディングの普
及、展開に努める。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 新30 - 0001 - - - - - 前年度新規 ○

　　　　　　施策名：（６）東日本大震災からの復興に係る施策の推進（（１）～（５）に掲げるものを除く。）

0013 東日本大震災復興推進調整費 H23 H31 200 200 - 特になし 終了予定 計画通り事業終了は適当である。 200 0 ▲200 - 予定通り終了 計画通り事業終了。
復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興推進調整費
(事項)東日本大震災復興に係る推進調整に必要な経費

復興庁 - 0012 - - - - - その他

　政策名：1.経済財政政策の推進

　　　　　　施策名：（7）NPO等の「絆力（きずなりょく）」を活かした復興・被災者支援の推進

0014
ＮＰＯ等の「絆力（きずなりょく）」を活か
した復興・被災者支援事業

H28 未定 203 203 168 

引続き、県と連携を取りながらニーズを的
確に把握すると共に、審査委員会等による
チェック機能を十分に引出し、事業の効果
的・効率的な執行に努めること。

現状通り

行政の手が行き届かない課題に対し取組を行
うことは、被災者支援において必要性の高い
事業である。引き続き被災地のニーズを的確
に捉え、効果的・効率的な執行に努めるとと
もに、本事業で得られた成果を生かせるよう
検証を行うこと。

191 185 ▲6 - 現状通り

引き続き、被災地のニーズを的確に捉え、
事業の効果的・効率的な執行に努めてい
く。また、本事業で得られた成果を生かせ
るよう検証を行っていきたい。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)経済財政政策に関する調査等に必要な経費

復興庁 - 0013 - - - - - その他 ○

　政策名：1.防災政策の推進

　　　　　　施策名：（5）防災行政の総合的推進

0015 被災者生活再建支援法施行に要する経費 H25 H32 10,796 10,243 10,243 対象外 現状通り

被災者の方々の生活再建を支援する事で生活
の安定と被災地の復興に寄与しているところ
であり、必要性の高い事業である。早期終了
に向け各自治体と調整を図るとともに、引き
続き、適正な予算規模に努めること。

10,651 10,193 ▲458 - 現状通り

引き続き、被災地のニーズを的確に捉え、
事業の効果的・効率的な執行に努めてい
く。また、本事業で得られた成果を生かせ
るよう検証を行っていきたい。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)防災基本政策の企画立案等に必要な経費

復興庁 - 0014 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0016 災害救助法による災害救助等 H24 H32 16,703 16,703 13,234 

執行率が毎年7～8割であり、予算の適正化
をはかること。令和2年度の終了に向け、進
捗管理を適切に行い、効果的・効率的に執
行すること。また、本件事業の執行主体で
ある地方自治体との連携を密にし、負担金
及び貸付金が適切に支給されているかを常
にチェックすること。

現状通り

災害救助及び被災者の方々の支援の観点から
必要性の高い事業である。早期終了に向け各
自治体と調整を図るとともに、予算規模の適
正化に努めること。

9,486 5,528 ▲3,959 - 現状通り

災害救助及び被災者の方々の支援をおこ
なっているところであり、引き続き被災者
等に寄り添った、より効率的な執行に努め
ていく。しかしながら、毎年度多額の不用
が出ている事から、予算規模の適正化に努
めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)防災基本政策の企画立案等に必要な経費

復興庁 - 0015 - - - - - その他 ○

　政策名：1.原子力災害対策の充実・強化

　　　　　　施策名：（1）原子力防災対策の充実・強化

0017 原子力施設等防災対策等交付金 H25 H31 2,146 482 189 対象外 終了予定 計画通り、平成30年度で終了。 - 0 - - 予定通り終了 -
内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)原子力災害対策に必要な経費

復興庁 - 0016 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　　　　　　施策名：（2）原子力被災者生活支援の推進

0018 帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等 H25 未定 5,257 5,594 3,965 
執行率はやや改善したが、毎年繰越もある
ので、予算規模の精査を行うこと。効果
的・効率的な執行に努めること。

現状通り

帰還困難区域の入域管理の観点から復興に資
する必要性の高い事業である。しかしなが
ら、執行額が毎年同水準で推移してることか
ら、執行額を精査し、適切な予算規模となる
ようにすること。

5,838 5,094 ▲744 - 現状通り

帰還困難区域の入域管理を行うことで、安
全な入域を確保しているところである。今
後も所見を踏まえた取組みを行っていき、
適切かつ効率的な予算の執行に努めてい
く。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)原子力災害対策に必要な経費

復興庁 - 0017 - - - - - その他 ○

　政策名：1.男女共同参画社会の形成の促進

　　　　　　施策名：（3）東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業

0019
東日本大震災による女性の悩み・暴力に関す
る相談事業

H24 H32 22 22 17 
令和2年度の事業終了にむけ、進捗管理を適
切に行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。

現状通り

震災を起因とした女性の悩み等の軽減に資す
る必要性の高い事業である。引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進めること。ま
た、事業終了に向け、本事業の成果を検証す
ること。

16 15 ▲1 - 現状通り

震災を起因とした女性の悩み等の軽減に取
り組んでいるところである。引き続き、被
災者等に寄り添った、より効率的な予算の
執行に努めるとともに、被災県が独自に相
談対応できるように努めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)男女共同参画社会の形成の促進に必要な経費

復興庁 - 0018 - - - - - その他

　政策名：Ⅰ．市民生活の安全と平穏の確保

　　　　　　施策名：１．総合的な犯罪抑止対策の推進

0020 都道府県警察費補助金（被災地） H24 H32 56 56 33 
執行率が低い。発災直後からの変化を踏ま
え、ニーズを的確に把握し、予算規模の適
正化をはかること。

現状通り

　平成30年度の執行率が59％と低くなってい
るが、令和元年度においては予算規模の見直
しを行った。
　令和元年度の執行状況を考慮し、引き続き

5 17 12 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0019 - - - - - その他 ○

0021
都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）

H24 H32 709 368 368 
令和2年度の事業終了にむけ、進捗管理を適
切に行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。

現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算を執行すること。

117 572 455 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0020 - - - - - その他 ○

平成３１年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３２年度予算概算要求への反映状況調表

会計区分 項・事項
平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目
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※対象となる場合、理
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事業
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0022 災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備 H25 H32 21 6 1 

執行率が著しく低い。実績を踏まえ、予算
規模の適正化をはかること。令和2年度の事
業終了にむけ、進捗管理を適切に行い、効
果的・効率的な執行に努める。

事業内容の一部
改善

　平成30年度の執行率が17％と著しく低い。
　通信基盤を導入する施設の災害普及の進捗
を踏まえつつ、効率的な執行に努めること。

1 20 18 - 現状通り

当該事業は、経費のほとんどを翌債により
翌年度に繰り越しており、繰越した事業に
ついては、不用額のみが平成30年度決算と
して整理されたため、執行率が低くなった
もの。
そのため、事業全体の執行率は75%であ
る。
今後とも通信基盤を導入する施設の災害普
及の進捗を踏まえ、適切な予算規模につい
て精査しつつ、引き続き、効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0022 - - - - - その他

0023 災害警備活動に係る装備資機材の校正 H25 H32 91 91 90 
令和2年度の事業終了にむけ、効果的・効率
的な執行に努める。引続き、予算規模の適
正化に努める。

現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算を執行すること。

6 24 19 - 現状通り
　事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0023 - - - - - その他

0024 災害警備活動に係る活動旅費等 H25 H30 233 233 212 
計画通り終了することは適当。事業の検証
を行い、成果や知見の活用をはかること。

終了予定
当該事業は終了するが、得られた知見・成果
は他の事業にも活用していくこと。

- 0 - - 予定通り終了
これまでの事業において得られた知見・成
果を他の事業にも活用していくこととす
る。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0024 - - - - - その他

　　　　　　施策名：２．地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

　　　　　　施策名：３．悪質商法等の防止及び環境破壊等の防止

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - - - - - - -

　政策名：Ⅱ．犯罪捜査の的確な推進

　　　　　　施策名：１．重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：２．政治・行政・経済の構造的不正の追及の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：３．振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：４．捜査への科学技術の活用

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：５．被疑者取調べの適正化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 
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　政策名：Ⅲ．組織犯罪対策の強化

　　　　　　施策名：１．暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：２．国際組織犯罪対策の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：Ⅳ．安全かつ快適な交通の確保

　　　　　　施策名：１．歩行者・自転車利用者の安全確保

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：２．運転者対策の推進

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：３．道路交通環境の整備

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：Ⅴ．国の公安の維持

　　　　　　施策名：１．重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：２．災害への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：３．対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 



様式１ 別添1

4/12

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

令和０１年度 令和０２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

会計区分 項・事項
平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

補助
金等

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：Ⅵ．犯罪被害者等の支援の充実

　　　　　　施策名：１．犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等総合的な支援の充実

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：Ⅶ．安心できるIT社会の実現

　　　　　　施策名：１．サイバーセキュリティの確保とサイバー犯罪・サイバー攻撃の抑止

都道府県警察費補助金（被災地）
【30-0020の再掲】

- - - - 0 - - 

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【30-0021の再掲】

- - - - 0 - - 

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【30-0022の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【30-0023の再掲】

- - - - 0 - - 

災害警備活動に係る活動旅費等
【30-0024の再掲】

- - - - 0 - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0025 交通警察に係る補助金事業（被災地） H24 未定 460 461 448 対象外 現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算を執行すること。

295 556 260 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)安全かつ快適な交通の確保に必要な経費

復興庁 - 0025 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：横断的施策

　　　　　　施策名：２．業務継続体制の確立と災害への対応

0026 金融機能安定・円滑化復興事業 H24 H32 12 12 5 対象外 現状通り

執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

7 1 ▲6 ▲6 縮減

・直近の執行状況等を踏まえ、32年度概算
要求では金額を縮減している。
・引き続き、当該事業の制度の利用状況等
を踏まえ、適切に予算へ反映していく。
・被災者支援施策に係る周知広報等の支出
先の選定については、引き続き一般競争契
約を実施するなど、今後も適切な契約手続
きに務めていく。

内閣府（金融庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)金融機能安定・円滑化復興政策費
(事項)金融政策推進に必要な経費

復興庁 - 0026 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0027
㈱東日本大震災事業者再生支援機構への出資
金

H30 H30 9,340 9,340 9,340 

（株）東日本大震災事業者再生支援機構の
支援について、支援内容や業務実施体制等
の効果検証を継続的に実施し、被災地企業
の事業再生に向け、検証結果を踏まえた効
果的な支援を引き続き丁寧に行うととも
に、効率的な業務運営を実施していくこ
と。

終了予定 計画通り、平成30年度で終了。 - 0 - - 予定通り終了
内閣府（金融庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)金融機能安定・円滑化復興事業費
(事項)金融政策推進に必要な経費

復興庁 新30 - 0002 - - - - - 前年度新規

　政策名：１．消費者政策の推進

　　　　　　施策名：（４）地方消費者行政の推進

0028 地方消費者行政のための事業に必要な経費 H24 未定 482 482 391 対象外 現状通り

消費者行政の回復に資する必要性の高い事業
である、引き続き、効率性に留意しつつ予算
規模の適正化に努めること。また、今後の復
興・復旧の状況を見据え事業の終期について
検討すること。

374 374 - - 現状通り

消費者行政の回復に取り組んでいるところ
である。引き続き、効率性に留意しつつ予
算の執行に努めていく。また、今後の復
興・復旧の状況を見据え事業の終期につい
て検討していきたい。

内閣府（消費者庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)消費生活復興政策費
(事項)消費者政策に必要な経費

復興庁 - 0027 - - - - - 平成３０年度対象 ○ 　

　政策名：Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

　　　　　　施策名：２．情報通信技術高度利活用の推進

0029 被災地域情報化推進事業 H24 未定 21 111 42 対象外 現状通り

被災自治体の情報通信技術（ICT）を活用した
復旧・復興に係る取り組みへの支援を、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執行を進める
とともに事業の終期についても検討するこ
と。
また、平成30年度の執行率が低いことを踏ま
え、予算要求に当たっては予算規模の適正化
を行うこと。

55 29 ▲27 - 現状通り

執行状況及び事業規模を精査し、引き続き
効率的な予算の執行に努めていく。
また、事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ令和元年度以
降検討していくこととしたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)情報通信技術の利活用高度化に必要な経費

復興庁 - 0028 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

　　　　　　施策名：４．情報通信技術利用環境の整備

0030 情報通信基盤災害復旧事業費補助金 H24 未定 17 43 30 対象外 現状通り

引き続き復旧事業の執行状況を精査し、予算
要求にあたっては予算規模の適正化を行うこ
と。また、震災発生直後と比較した状況の変
化を踏まえ、事業の終期について検討を行う
こと。

48 14 ▲34 - 現状通り

執行状況及び事業規模を精査し、引き続き
効率的な予算の執行に努めていく。
また、事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ令和元年度以
降検討していくこととしたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)情報通信技術の利用環境整備に必要な経費

復興庁 - 0029 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：Ⅶ．国民生活と安心・安全

　　　　　　施策名：４．消防防災体制の充実強化

0031 消防防災施設等の災害復旧に必要な経費 H24 未定 1,493 1,679 1,331 
執行率や繰越はやや改善がみられる。引続
き、ニーズの的確な把握し、予算規模の適
正化をはかること。

現状通り

引き続き復旧事業の執行状況を精査し、適切
な予算規模を検討すること。また、震災発生
直後と比較した状況の変化を踏まえ、事業の
終期について検討を行うこと。

2,253 407 ▲1,846 - 現状通り

　事業の目的である消防防災施設及び消防
防災設備の復旧に向け、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。
　また、事業の終期については、復興の状
況を踏まえ検討していくこととしたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興事業費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0030 - - - - - その他 ○

0032
福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区
域での消防活動等に要する経費（原子力災害
避難指示区域消防活動費交付金）

H25 未定 202 202 169 
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的、
効率的な執行に努めること

現状通り

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避
難指示区域における消防活動や消防応援活動
等を支援するため、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を

403 280 ▲122 - 現状通り

　引き続き、効率的な予算の執行に努めて
いく。
　また、事業の終期については、復興の状
況を踏まえ検討していくこととしたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0031 - - - - - その他 ○

0033
緊急消防援助隊の出動経費（緊急消防援助隊
活動費負担金）

H25 H35 39 39 32 
今後の予定に即した予算を要求し、効果
的・効率的な執行に努めること。

現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
め、予算要求にあたっては予算規模の適正化
を行うこと。

16 100 85 - 現状通り

本事業は、ヘリコプターエンジンを分解し
除染が必要と認められた場合に執行される
ものである。分解は、国土交通省の告示に
て定められた限界使用時間を基準に行われ
ているため、終期もその範囲内で検討して
いく。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0032 - - - - - その他 ○

　政策名：２．司法制度改革の成果の定着に向けた取組

　　　　　　施策名：（１）総合法律支援の充実強化

0034
震災に起因する法的紛争の解決に資する情報
提供業務・民事法律扶助業務の実施

H25 未定 611 611 611 

活動実績が下がっているものもあるため、
震災発生直後と比較した状況の変化を踏ま
え、予算額の見直しを行うとともに、被災
地のニーズを的確に把握し、引き続き、効
果的・効率的執行に努めること。

現状通り

本事業に対するニーズを十分に精査した上
で、引き続き効率性に留意して予算の執行に
努め，日本司法支援センターにおいて被災者
に対する情報提供業務及び民事法律扶助業務
等を充実させる。

607 573 ▲34 - 現状通り

　震災発生直後と比較した状況の変化を踏
まえて，要求額を精査した。引き続き効果
的・効率的な予算の執行に努め，日本司法
支援センターにおいて被災者に対する情報
提供事業及び民事法律扶助業務等を充実さ
せる。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興日本司法支援センター運営費
(事項)東日本大震災復興に係る日本司法支援センター運営費交付
金に必要な経費

復興庁 - 0033 - - - - - その他

　政策名：１０．国民の財産や身分関係の保護

　　　　　　施策名：（１）登記事務の適正円滑な処理

0035 登記事務処理の適正・迅速な実施 H25 未定 96 96 84 

活動実績が下がってきているため、震災発
生直後と比較した状況の変化を踏まえ、被
災地のニーズを的確に把握し、引き続き、
効果的・効率的執行に努めること。

現状通り

本事業に対するニーズを十分に精査した上
で、引き続き効率性に留意して予算の執行に
努め，被災者のための登記相談事務及び被災
地域における登記申請の事務処理を適切・迅
速に実施する。

93 88 ▲5 - 現状通り

　引き続き効率性に留意して予算の執行に
努め，被災者のための登記相談事務及び被
災地域における登記申請の事務処理を適
切・迅速に実施する。東日本大震災からの
復旧・復興に係る登記申請については，相
続の登記に加え，復興事業の遅れにより，
生活再建に向けた被災代替建物の取得等に
関する登記申請が依然として高水準にあ
り，また，国や自治体等から，除染土壌等
の中間貯蔵施設建設のための用地取得等に
伴う所有権移転の登記の嘱託が行われてい
る。これらの登記申請は，復興事業の進捗
状況に左右されるが，当該復興事業が進展
している状況を踏まえると，引き続き，登
記申請の増加が見込まれることから，令和
２年度の予算要求においても令和元年度予
算とおおむね同額の要求を行った。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)法務行政復興政策費
(事項)登記事務処理に必要な経費

復興庁 - 0034 - - - - - その他

　政策名：１５．法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

　　　　　　施策名：（２）施設の整備
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令和０１年度 令和０２年度
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(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

補助
金等

0036 被災した法務省施設の復旧 H25 H32 823 364 364 
令和2年度の事業終了にむけ、引き続き、進
捗管理を適切い行い、効果的・効率的な執
行に努めること

現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行に努
め，令和2年度末までに完了するよう法務省施
設の復旧を進める。

2,080 4,159 2,080 - 現状通り

　引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
に努め，令和2年度末までに完了するよう
法務省施設の復旧を進める。
　支出先の選定に当たっては，入札公告の
掲示箇所の増加及び公告期間を長めに設定
するなど競争性の確保に努めていく。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)法務行政復興事業費
(事項)法務省施設整備に必要な経費

復興庁 - 0035 - - - - - その他 ○

　政策名：７　政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

0037 東日本大震災復興特別貸付等実施事業 H24 未定 3,200 3,200 3,200 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

3,700 3,000 ▲700 - 現状通り -
財務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)財務行政復興事業費
(事項)政府関係金融機関の運営に必要な経費

復興庁 - 0036 - - - - - 平成３０年度対象

　政策名：１．新しい時代に向けた教育政策の推進

　　　　　　施策名：５．家庭・地域の教育力の向上

0038 公立学校施設災害復旧費 H24 H32 3,732 8,449 6,034 
令和2年度の事業終了に向け、進捗管理を適
切に行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。

現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

2,590 1,449 ▲1,141 - 現状通り

東日本大震災等によって被害を受けた公立
学校施設の復旧や仮設校舎の整備等によ
り、学校教育の円滑な実施を確保するとい
う事業目的の達成に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)学校施設の整備推進に必要な経費

復興庁 - 0037 - - - - - その他 ○

0039 公立社会教育施設災害復旧事業 H25 H32 2,053 2,056 1,232 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

6,143 9,917 3,774 - 現状通り
引き続き効果的・効率的な予算の執行に努
めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)地域の教育力の向上に必要な経費

復興庁 - 0038 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0040 福島原子力災害避難区域教育復興事業 H26 H31 3,558 3,138 3,138 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

235 0 ▲235 - 予定通り終了
本事業は平成31年度をもって予定通り終了
とする。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費

復興庁 - 0039 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0041
福島イノベーション・コースト構想等を担う
人材育成に関する事業

H30 H32 236 236 210 

成果目標のうち①（県内就職希望者割合）
及び③（理科・算数・数学コンテスト参加
者数）について、達成度が示されていない
ので、明確に表示すること。また、福島イ
ノベーション・コースト構想に関わる他の
事業（所管省庁を問わず）との連携を図
り、事業目的達成のため、引続き、ニーズ
を的確に把握し、効果的、効率的な執行に
努めること

現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

334 347 14 - 現状通り

 成果目標のうち①（県内就職希望者割
合）については、平成30年度から新たに取
得した指標であるため、今回は前年度比を
示せないが次年度は確実に記載し、③（理
科、算数・数学コンテスト参加者数）につ
いては記載した。
　また、福島イノベーション・コースト構
想の実現するための人材の育成を図るた
め、関係省庁と連携し、ニーズを的確に把
握するとともに、先進的な施設等での実習
及び高度先端技術講師による技術指導や講
義の受講など、事業目的達成のため、引き
続き効率的・効果的な予算の執行に努めて

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費

復興庁 新30 - 0003 - - - - - 前年度新規 ○

　政策名：２．確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

　　　　　　施策名：１．確かな学力の育成

0042 福島県教育復興推進事業 H27 H32 74 74 66 
令和2年度の事業終了に向け、進捗管理を適
切に行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。

現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

80 79 ▲0 - 現状通り 引き続き、適切な執行に努めていく。
文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費

復興庁 - 0040 - - - - - その他 ○

0043 放射線副読本の普及 H30 H32 179 179 178 
令和2年度の事業終了に向け、進捗管理を適
切に行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。

現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

58 68 10 - 現状通り

放射線副読本の活用を通じて、全国の児童
生徒等の放射線に関する科学的な知識の理
解の促進を図るため、引き続き効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費

復興庁 新30 - 0004 - - - - - 前年度新規

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【30-0040の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：２．豊かな心の育成

0044 緊急スクールカウンセラー等活用事業 H23 H32 2,450 2,450 2,440 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

2,378 2,219 ▲159 - 現状通り

被災した児童生徒等の心のケアの充実を図
り、安心して学校生活を送ることができる
環境を確保するという事業目的の達成に向
け、引き続き効率的・効果的な予算の執行

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)豊かな心の育成に必要な経費

復興庁 - 0041 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　　　　　　施策名：５．安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

公立学校施設災害復旧費
【30-0038の再掲】

- - - - 0 - - 

公立社会教育施設災害復旧事業
【30-0039の再掲】

- - - - 0 - - 

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【30-0040の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：６．教育機会の確保のための支援づくり

0045 被災地通学用バス等購入費補助 H24 H32 34 34 20 

執行率の改善がみられない。自治体のニー
ズおよび、関係自治体における復興に向け
た進捗状況の的確な把握につとめ、予算の
適正化を図ること。

現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。また、予算の適正
化を図ること。

31 57 26 - 執行等改善

　平成30年度は大型バスを検討していた自
治体が復興の状況を考慮し小型バスに切り
替えたこと等により、バス購入費が当初の
見込みより低額となったため執行率が低い
結果となったが、関係自治体の復興の進捗
状況やニーズを踏まえて、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)教育機会の確保に必要な経費

復興庁 - 0042 - - - - - その他 ○

0046 被災児童生徒就学支援等事業 H27 未定 5,217 5,217 4,680 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

4,382 3,150 ▲1,232 - 現状通り

東日本大震災により経済的理由から就学が
困難となった世帯の幼児児童生徒に就学支
援等を実施し、もって教育機会の確保に資
する必要性の高い事業であり、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行に努める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)教育機会の確保に必要な経費

復興庁 - 0043 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：３．義務教育の機会均等と水準の維持向上

　　　　　　施策名：１．義務教育に必要な教職員の確保

0047 義務教育費国庫負担金に必要な経費 H24 未定 1,883 1,883 1,841 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

1,777 1,599 ▲178 - 現状通り
引き続き効果的・効率的な予算の執行に努
めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)義務教育費国庫負担金に必要な経費

復興庁 - 0044 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：４．個性が輝く高等教育の振興

　　　　　　施策名：１．大学などにおける教育研究の質の向上

0048 国立大学施設災害復旧費等 H26 H30 - 261 261 対象外 終了予定
事業の検証を行い、知見や成果の活用を図る
こと。

- 0 - - 予定通り終了
当初計画に基づき、平成30年度をもって終
了している。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立大学法人施設整備費
(事項)東日本大震災復興に係る国立大学法人施設整備に必要な経
費

復興庁 - 0045 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0049
大学等の「復興知」を活用した福島イノベー
ション・コースト構想促進事業

H30 H32 150 150 130 

平成30年度予算における本件事業の執行率
は必ずしも十分なものとはいえないので、
平成31年度以降の大幅に増額された予算の
執行率が適切なものとなるように留意する

現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

403 500 97 - 現状通り
引き続き、ニーズを的確に把握し、効果
的・効率的な執行に努める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)大学等における教育改革に必要な経費

復興庁 新30 - 0005 - - - - - 前年度新規 ○ ○

　　　　　　施策名：２．大学などにおける教育研究基盤の整備

国立大学施設災害復旧費等
【30-0048の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：５．奨学金制度による意欲･能力のある個人への支援の推進

　　　　　　施策名：１．意欲･能力のある学生に対する奨学金事業の推進

0050 育英事業に必要な経費（育英資金貸付金） H24 H30 128 128 128 
計画通り終了することは適当。事業の検証
を行い、成果や知見の活用をはかること。

終了予定
事業の検証を行い、知見や成果の活用を図る
こと。

- 0 - - 予定通り終了

東日本大震災により被災した世帯の学生等
が経済的理由により進学等を断念すること
がないよう、引き続き無利子奨学金の貸与
を実施する。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)育英事業に必要な経費

復興庁 - 0046 - - - - - その他

　政策名：６．私学の振興

　　　　　　施策名：１．特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

0051 私立大学等経常費補助 H24 H32 1,179 1,179 1,087 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

715 504 ▲211 - 現状通り

被災した私立学校において教育活動の円滑
かつ迅速な再開、震災前の教育環境の復
旧・確保を図るという事業目的の達成のた
め、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0047 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0052 私立高等学校等経常費助成費等補助 H24 H32 109 109 0 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

38 123 85 - 現状通り

被災した私立学校において教育活動の円滑
かつ迅速な再開、震災前の教育環境の復
旧・確保を図るという事業目的の達成のた
め、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0048 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0053 私立学校施設災害復旧（私立大学等） H25 H32 329 235 7 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

117 373 256 - 現状通り
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0049 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0054 私立学校施設事務経費 H25 H32 0 0 - 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

0 0 0 - 現状通り
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0050 - - - - - 平成２９年度対象

　政策名：７．イノベーション創出に向けたシステム改革

　　　　　　施策名：１．産学官における人材・知・資金の好循環システムの構築

　政策名：８．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

　　　　　　施策名：２．イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進

国立大学施設災害復旧費等
【30-0048の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：９．未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

　　　　　　施策名：１．未来社会を見据えた先端基盤技術の強化

0055
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
運営費交付金に必要な経費

H25 H32 332 332 332 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

335 335 - - 現状通り

原子力災害からの環境回復を図るという観
点から復興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人量子科学技術研
究開発機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0051 - - - - - 平成３０年度対象
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　　　　　　施策名：２．環境・エネルギーに関する課題への対応

　　　　　　施策名：３．健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応

0056
医療分野の研究開発の推進
（東北メディカル・メガバンク）

H23 H32 1,584 1,584 1,584 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

1,597 1,597 - - 現状通り

被災地の住民の健康管理に貢献するととも
に、大規模なバイオバンクを構築するとい
う事業目的の達成のため、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)健康・医療・ライフサイエンスに関する課題対応に必要な
経費

復興庁 - 0052 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　　　　　　施策名：５．国家戦略上重要な基幹技術の推進

0057
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運
営費交付金に必要な経費

H25 H32 2,500 2,500 2,500 
令和2年度の終期に向け、効果的・効率的な
執行に努めること。得られた知見や成果の
活用をはかること。

現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。得られた知見や成
果の活用を図ること。

2,173 1,998 ▲175 - 現状通り
引き続き、進捗管理を適切に行い、効果
的・効率的な執行に努めるとともに、得ら
れた知見や成果の活用を図る。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
運営費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人日本原子力研究
開発機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0053 - - - - - その他

0058 東北マリンサイエンス拠点の形成 H25 H32 645 645 644 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

580 539 ▲41 - 現状通り
　引き続き、進捗管理を適切に行い、効果
的・効率的な執行に努める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費

復興庁 - 0054 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：１０．原子力事故による被害者の救済

　　　　　　施策名：１．原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な措置の確保

0059 原子力損害賠償紛争審査会等 H25 未定 3,046 3,046 2,471 対象外 現状通り
引続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効
率的な執行に努めること。

3,752 3,605 ▲147 - 現状通り
引き続き、被災者等に寄り添った、より効
果的な執行に努める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)原子力損害賠償紛争審査会等に必要な経費

復興庁 - 0055 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：１１．スポーツの振興

　　　　　　施策名：１．スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための人材育成・場の充実

公立学校施設災害復旧費
【30-0038の再掲】

- - - - 0 - - 

公立社会教育施設災害復旧事業
【30-0039の再掲】

- - - - 0 - - 

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【30-0040の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：１２．文化芸術の振興

　　　　　　施策名：１．文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実

0060 国宝・重要文化財等の保存整備等 H24 H32 371 614 579 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

315 159 ▲157 - 現状通り

被災地における貴重な国民的財産である文
化財を着実に後世へ継承する事業目的の達
成のため、引続き、進捗管理を適切に行
い、効果的・効率的な執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)文化財の保存及び活用に必要な経費

復興庁 - 0056 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0061 被災ミュージアム再興事業 H24 H32 182 182 179 対象外 現状通り
引続き、進捗管理を適切に行い、効果的・効
率的な執行に努めること。

250 248 ▲2 - 現状通り
被災した美術館・歴史博物館の再興を図る
事業目的の達成のため、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)文化財の保存及び活用に必要な経費

復興庁 - 0057 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　施策名：Ⅰ－１－１．日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること

　施策名：Ⅰ－５－１．感染症の発生・まん延の防止を図ること

0062
保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）

H24 未定 246 293 241 

執行率は改善しており、復旧の目途が立た
ない施設以外は復旧完了している。発災直
後からの変化を踏まえ、予算の適正化を図
ること。

現状通り
保健衛生施設等を災害復旧することは必要性
の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。

- 181 181 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)保健所の地域保健活動の推進等に必要な経費
(項)社会保障等復興事業費
(事項)保健衛生施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0059 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅰ－５－２．治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）
【30-0062の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅰ－９－１．データヘルスの推進による保険者機能の強化等により適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

0063 国民健康保険団体連合会等補助金 H24 未定 6 6 6 
引続き、効果的、効率的な執行に努めるこ
と。発災直後からの変化を踏まえ、終期に
ついて検討すること。

現状通り

国民健康保険事業の円滑な運営のために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

6 6 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
なお、措置内容等の変更があれば、速やか
に適切な周知を図ることとする。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療保険制度の適切な運営に必要な経費

復興庁 - 0060 - - - - - その他 ○

0064 災害臨時特例補助金(医療保険分) H24 未定 7,537 7,537 7,205 
引続き、効果的、効率的な執行に努めるこ
と。発災直後からの変化を踏まえ、終期に
ついて検討すること。

現状通り

医療保険制度の円滑な運営のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

5,656 3,775 ▲1,881 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療保険制度の適切な運営に必要な経費

復興庁 - 0061 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅰ－９－２．生活習慣病対策等により中長期的な医療費の適正化を図ること

0065
東日本大震災復旧・復興に係る特定健康診
査・保健指導に必要な経費

H24 未定 10 10 7 対象外 現状通り

東日本大震災の被災者に係る特定健康診査の
受診機会を確保するための必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意し、予算の執
行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

10 10 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療費適正化の推進に必要な経費

復興庁 - 0062 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　施策名：Ⅰ－１０－１．地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる地域保健体制の確保を図ること

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）
【30-0062の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅱ－１－１．食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること

0066 食品汚染物質の安全性検証推進事業 H25 H53 76 76 75 対象外 現状通り

食品中の放射性物質の含有状況や摂取状況を
調査し、継続的に検証を行う必要性の高い事
業である。引き続き効率性に留意し、予算の
執行を進めること。

76 76 0 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

復興庁 - 0063 - - - - - 平成３０年度対象

0067 輸入食品の監視体制強化等事業 H25 未定 21 21 21 対象外 現状通り

流通食品等の放射性物質濃度を計測を行う必
要性の高い事業である。引き続き効率性に留
意し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

21 21 0 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、政府が示す、地方自治体
が実施すべき検査のガイドライン「検査計
画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除
の考え方」（原子力災害対策本部策定）が
廃止されるまでは実施する必要がある。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

復興庁 - 0064 - - - - - 平成３０年度対象

　施策名：Ⅱ－５－１．生活衛生関係営業の振興等を通じて、公衆衛生の向上・増進及び国民生活の安定に寄与すること

0068 株式会社日本政策金融公庫出資金 H27 未定 433 433 433 
引続き、効果的、効率的な執行に努めるこ
と。発災直後からの変化を踏まえ、終期に
ついて検討すること。

現状通り

被災した生活衛生関係営業者等における資金
調達の円滑化を図ることは被災地において必
要な生活衛生関係営業者の復旧を促進する、
必要性の高い事業である。引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討を行うこ
と。

329 423 94 - 現状通り

執行率も高く、生活衛生関係営業者等から
のニーズも高いことから、追加出資するこ
とにより公庫の財政基盤を強化する必要が
ある。引き続き効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。
終期については、被災地の復興の状況を勘
案しながら検討を進める。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)生活衛生金融対策に必要な経費

復興庁 - 0065 - - - - - その他

　施策名：Ⅳ－３－１．高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

0069 原子力災害対応雇用支援事業 H28 H32 1,290 1,290 1,148 対象外 現状通り

被災者の一時的な雇用の場を確保し、生活の
安定を図る目的から復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行及び基金の適切な執行管理を行う
こと。

1,001 664 ▲337 - 現状通り

被災者の一時的な雇用の場を確保し、生活
の安定を図る目標を達成するため、引き続
き予算の適切な執行及び基金の適切な執行
管理に努める。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)高年齢者就業機会確保事業等に必要な経費

復興庁 - 0066 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

　施策名：Ⅵ－２－１．地域における子育て支援等施策の推進を図ること

0070 子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金 H25 未定 - - - 対象外 現状通り
被災地における児童福祉の確保のために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

3 2 ▲1 - 現状通り
引き続き効率的かつ効果的な予算の執行に
努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)子ども・子育て支援対策に必要な経費

復興庁 - 0067 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0071 児童福祉施設整備費 H25 未定 133 252 197 対象外 現状通り
児童福祉施設を災害復旧することは必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。

151 345 194 - 現状通り
引き続き効率的かつ効果的な予算の執行に
努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)児童福祉施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0068 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　施策名：Ⅵ－２－２．児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【30-0070の再掲】

- - - - 0 - - 

児童福祉施設整備費
【30-0071の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅵ－２－３．保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを確保すること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【30-0070の再掲】

- - - - 0 - - 

児童福祉施設整備費
【30-0071の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅵ－３－１．児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への支援体制の充実を図ること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【30-0070の再掲】

- - - - 0 - - 

児童福祉施設整備費
【30-0071の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅵ－４－１．母子保健衛生対策の充実を図ること
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※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

令和０１年度 令和０２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

会計区分 項・事項
平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

補助
金等

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【30-0070の再掲】

- - - - 0 - - 

児童福祉施設整備費
【30-0071の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅵ－５－１．ひとり親家庭の自立のための総合的な支援を図ること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【30-0070の再掲】

- - - - 0 - - 

児童福祉施設整備費
【30-0071の再掲】

- - - - 0 - - 

　施策名：Ⅶ－１－１．生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

0072 被災地における福祉・介護人材確保事業 H26 未定 198 198 198 

必要性の高い事業であるが、活動実績が低
迷している。ニーズを的確に把握し、事業
の一層の周知につとめ、効果的・効率的な
執行に努めること。発災直後からの変化を
踏まえ、終期について検討すること。

現状通り

被災地における福祉介護人材の確保は、福祉
介護サービスの円滑な提供のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

205 205 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。終期については、被災自治体の
要望や復旧の状況等を踏まえ、検討してい
きたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に必要な
経費

復興庁 - 0069 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅶ－２－１．社会福祉に関する事業に従事する人材の養成確保を推進するとともに、福祉サービスの質の向上を図ること

0073 社会福祉施設等施設整備 H25 H32 43 237 237 対象外 現状通り
社会福祉施設等を災害復旧することは必要性
の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。

642 0 ▲642 - 現状通り -
厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)社会福祉施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0070 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　施策名：Ⅷ－１－１．障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

0074 障害者等災害臨時特例補助金 H24 未定 15 15 13 

必要性の高い事業であるが、執行額は下
がってきている。ニーズを的確に把握し、
予算の適正化をはかること。発災直後から
の変化を踏まえ終期の検討を行うこと。

現状通り

障害者の生活の安定に資する必要性の高い事
業である。引き続き効率性に留意し、予算の
執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

15 16 1 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。終期については、被災自治体の
要望や復旧の状況等を踏まえ、検討してい
きたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0071 - - - - - その他 ○

0075 社会福祉施設等設備災害復旧費等補助金 H25 未定 12 6 6 
引続き、ニーズの把握に努め、効果的・効
率的な執行に努めること。

現状通り
被災地における障害福祉サービスを確保する
ために必要性の高い事業である。引き続き効
率性に留意し、予算の執行を進めること。

6 2 ▲4 - 現状通り -
厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0072 - - - - - その他 ○

0076 障害福祉サービスの事業再開支援事業 H25 未定 214 214 129 

執行率が下がっている。ニーズを的確に把
握し予算の適正化をはかること。発災直後
からの変化を踏まえ、終期の検討を行うこ
と。

現状通り

被災地における障害福祉サービスの円滑な提
供のために必要性の高い事業である。引き続
き効率性に留意し、予算の執行を進めるこ
と。

214 214 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。終期については、被災自治体の
要望や復旧の状況等を踏まえ、検討してい
きたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0073 - - - - - その他 ○

0077 精神障害者保健福祉対策 H25 未定 1,823 1,823 1,373 対象外 現状通り
被災者の心のケアのために必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意し、予算の執
行を進めること。

291 260 ▲32 - 現状通り -
厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)精神保健事業に必要な経費

復興庁 - 0074 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　施策名：Ⅺ－１－４．介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること

0078 介護保険災害臨時特例補助金 H24 未定 4,183 4,183 4,093 対象外 現状通り

介護保険事業運営の安定化を図るために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

3,230 2,170 ▲1,060 - 現状通り

引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。
終期については、原発避難者の帰還状況等
を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0075 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0079 社会福祉施設等設備災害復旧費等補助金 H25 未定 40 40 - 対象外 現状通り

東日本大震災の被災地における介護サービス
を確保するために必要性の高い事業である。
引き続き効率性に留意し、予算の執行を進め
ること。

47 28 ▲19 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0076 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0080 災害臨時特例補助金（介護2号保険料分） H24 未定 215 215 185 対象外 現状通り

介護保険制度の円滑な運営のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

143 72 ▲72 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0077 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0081
社会福祉施設等災害復旧費補助金（（項）介
護保険制度運営推進費））

H25 未定 60 21 - 対象外 現状通り
介護サービスの提供を早期に再開するために
必要性の高い事業である。引き続き効率性に
留意し、予算の執行を進めること。

- 410 410 - 現状通り
引き続き、必要な予算額を確保し、適正な
執行に努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0078 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0082 福島介護再生臨時特例補助金 H30 H32 338 338 196 
必要性の高い事業だが、執行率が低い。
ニーズを的確に把握し、効果的・効率的な
執行に努めること

現状通り
被災地におけるの介護サービスの提供のため
に必要性の高い事業である。引き続き効率性
に留意し、予算の執行を進めること。

212 149 ▲64 - 現状通り

被災地における介護サービスの提供のため
に必要性の高い事業であるため、引き続き
効率性に留意し、適正な予算の執行に努め
たい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0006 - - - - - 前年度新規 ○

　いずれの施策にも関連しないもの

0083 水道施設災害復旧費補助 H24 H32 6,370 10,348 8,086 対象外 現状通り

被災した水道施設を復旧することは必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。

8,996 8,099 ▲897 - 現状通り

まちづくり計画の策定に時間を要している
地域があること等により執行に遅れが生じ
ているが、予算規模の適正化を図りつつ、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)水道施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0079 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：１．食料の安定供給の確保

　　　　　　施策名：（１）国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

0084
放射性物質による農畜産物等影響実態調査対
策

H24 未定 81 81 68 対象外 現状通り
引き続き、自治体のニーズを適格に把握し、
予算要求に当たっては事業規模の精査を行う
こと。

77 65 ▲12 - 現状通り
引き続き、自治体のニーズを適格に把握
し、予算要求に当たっては事業規模の精査
を行う。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)食品の安全と消費者の信頼確保対策に必要な経費

復興庁 - 0080 - - - - - 平成３０年度対象 ○ 　

0085 福島県農林水産業再生総合事業 H29 H32 4,710 4,609 4,601 対象外 現状通り

風評の払拭に必要な支援をすることにより、
福島県の農林水産業の再生を図るために必要
性の高い事業であることから、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進めること。

4,740 4,740 ▲0 - 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行に
努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（事項）農林水産業再生支援対策に必要な経費

復興庁 - 0081 - - - - - 平成３０年度対象 ○ ○

　　　　　　施策名：（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

0086 東日本大震災農業生産対策交付金 H24 H32 3,221 2,551 2,137 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

999 210 ▲789 - 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進める。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農業・食品産業強化対策に必要な経費
(項)農林水産業復興事業費
(事項)農業・食品産業強化対策に必要な経費

復興庁 - 0082 - - - - - 平成３０年度対象 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【30-0085の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：２．農業の持続的な発展

　　　　　　施策名：（１）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等

0087 農業経営復旧・復興対策特別保証事業 H24 未定 29 29 20 
執行率が毎年7割程度である。事業を精査
し、予算規模の適正化をはかること。

現状通り 適切な予算規模となるように精査すること。 21 16 ▲5 ▲5 縮減

事業の執行状況や不用の実態を踏まえ、適
切な予算規模について精査しつつ、引き続
き、効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
なお、令和２年度概算要求額については保
証枠を縮減し▲4,765千円とした。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0083 - - - - - その他 ○

0088
農業経営復旧・復興対策利子助成金等交付事
業

H24 未定 1,138 1,138 1,077 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

1,031 898 ▲133 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0084 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0089 農業改良資金利子補給金 H24 未定 7 7 7 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

6 5 ▲1 - 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めることとする。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0086 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0090 担い手育成農地集積資金利子補給金 H24 未定 13 13 13 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。 13 11 ▲2 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0087 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0091 農水産業協同組合貯金保険機構への出資金 H30 H30 660 660 660 
計画通り終了することは適当。事業の検証
を行い、成果や知見の活用をはかること。

終了予定 計画通り、平成30年度で終了。 - 0 - - 予定通り終了

本事業は、計画通り平成30年度で終了した
ところであるが、引き続き、ヒアリングを
通じて事業の検証を行っていくこととす
る。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 新30 - 0007 - - - - - 前年度新規

　　　　　　施策名：（２）担い手への農地集積・集約化と農地の確保

農山漁村地域整備交付金
【後掲（30-0119）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（３）構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進

0092 農地・農業用施設等の復興関連事業 H24 未定 33,274 33,132 31,957 対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

21,501 19,556 ▲1,945 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)農業生産基盤整備事業に必要な経費
(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)農業施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0088 - - - - - 平成２９年度対象 ○

水産基盤整備事業（補助）
【後掲（30-0118）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（４）需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

0093 福島県営農再開支援事業 H30 H32 13,031 13,031 13,031 
〇活動実績は、7月上旬ごろ把握予定とのこ
とであるので、それが見込みに見合ったも
のであるかを点検すること

現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

- 0 - - 現状通り 引き続き効率的な予算の執行に努める。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)農業生産基盤整備事業に必要な経費
(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)農業施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 新30 - 0008 - - - - - 前年度新規 ○ ○

福島県農林水産業再生総合事業
【30-0085の再掲】

- - - - 0 - - 

東日本大震災農業生産対策交付金
【30-0086の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（５）戦略的な研究開発と技術移転の加速化

0094 海洋生態系の放射性物質挙動調査事業 H24 H32 180 180 180 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

182 182 - - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人水産研究・教育機構運営
費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人水産研究・教育
機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0089 - - - - - 平成２９年度対象 ○
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0095 食料生産地域再生のための先端技術展開事業 H24 H32 903 903 888 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

824 824 - - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0090 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0096
福島イノベーション・コースト構想に基づく
先端農林業ロボット研究開発事業

H28 H32 135 135 124 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

135 135 - - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0091 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0097 福島県水産試験研究拠点整備事業 H28 H30 358 443 311 対象外 終了予定 事業終了は適当である。 - 0 - - 予定通り終了 予定通り事業を終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0092 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：（７）気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用

農山漁村地域整備交付金
【後掲（30-0119）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（８）農業の自然循環機能の維持増進とコミュニケーション

福島県農林水産業再生総合事業
【30-0085の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：３．農村の振興

　　　　　　施策名：（１）地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等

農山漁村地域整備交付金
【後掲（30-0119）】

- - - - 0 - - 

　政策名：４．森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

　　　　　　施策名：（１）森林の有する多面的機能の発揮

0098 安全な木材製品等流通影響調査・検証事業 H24 未定 704 704 704 

32年度の事業終了に向け、進捗管理を適切
に行い、効果的・効率的な執行に努めるこ
と。また、一者応札について改善につとめ
ること。

現状通り
　引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

102 102 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0094 - - - - - その他 ○

0099
放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事
業

H24 未定 3,185 3,570 3,212 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

3,154 3,142 ▲11 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)森林整備・保全に必要な経費
(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0095 - - - - - 平成３０年度対象 ○ ○

0100 治山事業（直轄） H24 H32 3,214 3,025 2,758 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

1,632 966 ▲666 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)治山事業に必要な経費

復興庁 - 0096 - - - - - 平成３０年度対象

0101 治山事業（補助） H24 H32 6,744 8,330 8,294 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

5,371 3,952 ▲1,419 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)治山事業に必要な経費
(事項)離島治山事業に必要な経費

復興庁 - 0097 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0102 森林整備事業（直轄） H25 H32 2,265 2,337 2,223 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

2,254 2,254 - - 現状通り
事業終了に向けて、引き続き、効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0098 - - - - - 平成３０年度対象

0103 森林整備事業（補助） H24 H32 3,545 3,475 3,474 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

3,759 3,869 110 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0099 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0104 森林整備事業（国研） H24 H32 505 535 535 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

514 514 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0100 - - - - - 平成２９年度対象 ○

農山漁村地域整備交付金
【後掲（30-0119）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（２）林業の持続的かつ健全な発展

0105 特用林産施設体制整備復興事業 H24 H32 887 911 830 

毎年繰越が発生している。ニーズを的確に
把握するとともに、生産資材の供給量につ
いても把握し、予算規模の適正化をはかる
こと。効果的・効率的な執行に努めるこ

現状通り
的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。

903 903 - - 現状通り
各地域における原木需給状況の把握の精度
向上を図るなど、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行に努める。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0101 - - - - - その他 ○

0106 災害復旧関係資金利子助成事業 H24 未定 51 51 51 

執行額が減少している。発災直後からの変
化を踏まえ、的確にニーズを把握し、予算
の適正化をはかること。終期についても検
討すること。

現状通り
的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。

48 41 ▲8 - 現状通り

事業の執行状況及び今後のニーズを的確に
把握した上で、適切な予算規模及び終期を
検討するとともに、引き続き、効率的・効
果的な予算執行に努める。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0102 - - - - - その他 ○

0107 震災復興林業作業システム導入支援事業 H24 H32 359 359 359 対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

245 137 ▲107 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的な予算の執行に努めてい
く。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0103 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　　　　　　施策名：（３）林産物の供給及び利用の確保

0108 放射性物質被害林産物処理支援事業 H25 未定 386 386 309 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

343 317 ▲26 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0105 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0109 木材加工流通施設等復旧対策事業 H26 H32 - - - 
毎年執行額が０である。ニーズの的確な把
握に努め、予算規模の適正化をはかるこ
と。

現状通り
　毎年の執行が皆無であることを踏まえ、予
算要求に当たっては事業規模の精査を行うこ
と。

59 59 - - 現状通り

平成26年度以降避難指示が解除になった区
域において、一部の事業者は事業再開に向
けて雇用者の確保などを含めて検討を行っ
ているところであり、福島県と連携し、事
業再開に向けた事業者の検討が加速するよ
う引き続き支援してまいりたい。予算額に
ついては、事業再開の支援が発生した場合
必要と見込まれる金額として、1工場（リ
ングバーカー、製材機、木材乾燥機）の経
費を想定（今年度予算は昨年度に比して17
百万円減額）。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0106 - - - - - その他 ○

　政策名：５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展

　　　　　　施策名：（１）水産資源の回復

0110 漁場復旧対策支援事業 H24 H32 713 713 523 
令和2年度の事業終了に向け、ニーズを的確
に把握することによって、真に瓦礫の改修
に必要な予算規模の実現に尽力のこと。

現状通り
　的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進めること。

582 420 ▲162 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0107 - - - - - その他 ○

0111 被災海域における種苗放流支援事業 H24 H32 775 775 506 対象外 現状通り

執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

714 700 ▲14 - 現状通り

事業の執行状況から不用額の要因を分析の
上、適切な予算規模について精査しつつ、
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0108 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0112 放射性物質影響調査推進事業 H24 H32 302 302 249 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

327 317 ▲10 - 現状通り

令和元年度概算要求において、これまでの
予算の執行率を踏まえて、対前年度から予
算額を減額したところであり、引き続き、
適切な予算規模について精査しつつ、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0109 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0113 水産業共同利用施設復旧整備事業 H24 H32 1,208 2,350 1,897 

繰越は改善がみられる。本件事業の執行率
は必ずしも十分なものとはいえないので、
予算規模の適正化を図るとともに、令和2年
度の事業終了に向け適切な進捗管理を行

現状通り
　引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

997 1,062 65 - 現状通り
　引き続き、予算の適正な執行に努めると
ともに、事業規模の適正化や効率化を図り
ながら、事業を実施する。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)水産業強化対策に必要な経費

復興庁 - 0110 - - - - - その他 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【30-0085の再掲】

- - 0 0 0 0 - 

　　　　　　施策名：（２）漁業経営の安定

0114 共同利用漁船等復旧支援対策事業 H24 H32 378 228 106 対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

116 278 162 - 現状通り
引き続き、予算の適正な執行に努めるとと
もに、コスト削減や効率化を図りながら事
業を実施する。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費
(事項)養殖施設災害復旧等に必要な経費

復興庁 - 0112 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0115
漁業者・漁協等への無利子・無担保・無保証
人融資事業

H24 H32 1,889 1,889 1,584 

発災直後からの変化を踏まえ、ニーズを的
確に把握し、予算の適正化をはかること。
令和2年度の事業終了に向け、効果的・効率
的な執行に努めること。

現状通り
　的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進めること。

1,704 1,754 50 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費

復興庁 - 0113 - - - - - その他 ○

0116 漁業経営体質強化機器設備導入支援事業 H24 H32 66 66 66 

執行額は下がっており、発災直後からお変
化を踏まえ、ニーズを的確に把握し予算の
適正化をはかること。令和2年度の事業終了
に向け効果的・効率的な執行に努めるこ

現状通り
　的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進めること。

105 68 ▲37 - 現状通り

 事業の執行状況を勘案し、ニーズを踏ま
えた適切な予算規模について精査しつつ、
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費

復興庁 - 0115 - - - - - その他 ○

放射性物質影響調査推進事業
【30-0112の再掲】

- - - - 0 - - 

水産業共同利用施設復旧整備事業
【30-0113の再掲】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：（３）漁村の健全な発展
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0117 復興水産加工業等販路回復促進事業 H24 H32 1,254 1,254 1,159 

・アウトカムについては、ニーズを適切に
把握しニーズに合った的確な指標・アウト
カムの設定をする必要がある。
・終期については、事業の効果を検証し、
予算規模も含め検討する必要がある。

事業内容の一部
改善

　公開プロセスでの指摘通り、的確な指標・
アウトカムの設定をすること。
　また、事業終了に向けて、事業の効果検証
を実施すること。

1,227 1,182 ▲44 - 
年度内に改善を

検討

○公開プロセスでの指摘を踏まえ、現在設
定しているアウトカムに加え、新たなアウ
トカムとして、「水産加工業等販路回復取
組支援事業を実施した者の内、売上目標を
達成した者の割合が全体の８割以上」を追
加する方向で検討・集計中。
○新たなアウトカムは、水産加工業等販路
回復取組支援事業を実施した加工業者等
が、販路回復アドバイザーと相談・協議の
上で、それぞれの課題を踏まえ設定した売
上に関する目標を用いる方針。
○事業の終期及び効果の測定については、
復興の進捗に合わせて水産加工業の状況も
変化する中で、真に必要な支援を実施でき
るよう、検討する。
○復興ステージの進展に伴い、被災県水産
加工業を取り巻く状況が変化する中で、本
事業に対するニーズも多様化している。そ
の上で「予算の使途が販路回復のための機
器取得に偏っており、次年度以降の予算規
模を含めた事業のあり方を見直すべき。」
とのご指摘を踏まえ、機器取得の支援
（ハード支援）から、販路開拓に向けた個
別指導の実施、商談会の開や被災県産水産
物の安全性や魅力を発信する取組等への支
援（ソフト支援）に重点を移していく方
針。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産物加工・流通等対策に必要な経費

復興庁 - 0116 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0118 水産基盤整備事業（補助） H24 H32 4,145 9,748 9,111 対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

2,465 4,514 2,049 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、復興・創生期間の最
終年度ヘ向けて効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)水産基盤整備に必要な経費

復興庁 - 0117 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0119 農山漁村地域整備交付金 H24 H32 9,860 10,975 10,021 対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

16,175 18,108 1,933 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)農山漁村地域整備事業に必要な経費
(事項)離島農山漁村地域整備事業に必要な経費

復興庁 - 0118 - - - - - 平成２９年度対象 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【30-0085の再掲】

- - - - 0 - - 

放射性物質影響調査推進事業
【30-0112の再掲】

- - - - 0 - - 

水産業共同利用施設復旧整備事業
【30-0113の再掲】

- - - - 0 - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0120 養殖施設災害復旧事業費補助金 H24 H32 10 10 - 対象外
事業内容の一部

改善

毎年の執行が皆無であることを踏まえ、予算
要求に当たっては事業規模の精査を行うこ
と。

65 65 - - 現状通り

いまだ事業執行の見通しのたっていない状
況であるが、復旧未済の地域がある以上、
激甚災害法に基づき、原状復旧を図る責務
があるため、福島県の現状を踏まえた要求
額としている。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)養殖施設災害復旧等に必要な経費

復興庁 - 0119 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0121 山林施設災害復旧等事業 H23 未定 10,269 11,907 11,268 対象外 終了予定
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

7,997 26 ▲7,971 - 現状通り

事業終了に向け、効率性に留意しつつ予算
の執行を進めるとともに、避難指示区域内
の被災箇所については、避難指示区域解除
後において各関係機関と調整を図り、速や
かに災害査定を行った上で、本事業を実施
する。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)山林施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0120 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0122 漁港関係等災害復旧事業 H24 H32 45,764 87,818 72,939 対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

62,259 56,000 ▲6,259 - 現状通り

平成32年度の事業完了に向け、関係地方公
共団体と連携して、事業の進捗管理を徹底
し、事業規模を精査するとともに、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)漁港施設災害復旧事業に必要な経費
(事項)漁港施設災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0121 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：Ⅴ．中小企業・地域経済

　　　　　　施策名：２．事業環境整備

0123 東日本大震災復興特別貸付等 H24 未定 1,400 1,400 1,400 対象外 現状通り
本事業のニーズの把握に努め、予算規模につ
いて精査しつつ、適切な進捗管理の下、予算
の執行を進めること。

3,200 2,000 ▲1,200 ▲1,200 縮減

執行実績等を踏まえて、要求額を減額。本
事業のニーズの把握に努め、予算の効率的
な執行に努めていく。
事業の終期については、他の制度の状況も
鑑み、検討していく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興事業費
(事項)中小企業事業環境の整備に必要な経費

復興庁 - 0122 - - - - - 平成３０年度対象

0124 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 H23 未定 14,960 22,802 8,710 対象外 現状通り
繰越・不用が多いことから、本事業のニーズ
の把握に努め、適切な予算規模とすること。

7,576 15,875 8,300 - 
年度内に改善を

検討

土地区画整理事業の進捗等を踏まえた被災
地のニーズを再精査し、概算要求額を修
正。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興事業費
(事項)中小企業事業環境の整備に必要な経費

復興庁 - 0123 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：４．地域産業

0125
福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（共同利用施設（ロボット技術
開発等関連）整備事業)

H28 H31 1,767 653 653 対象外 現状通り

福島県浜通り地域の産業集積・新産業の創出
による産業復興のために必要な事業であるこ
とから、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

3,106 0 ▲3,106 - 予定通り終了
今年度で予定通り事業終了となるよう、県
庁に執行状況を定期的に確認する等、事業
の適切な執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0124 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0126
福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（地域復興実用化開発等促進事
業）

H28 H33 5,719 5,719 4,228 

・アウトカム指標の設定は難しい面はある
が指標を多面的（雇用への寄与、域内人口
の増加、特許出願件数等）に設定すべき。
・実用化・事業化の成功・失敗の原因を精
査した上で、効果的な事業実施に努めるべ
き。

事業内容の一部
改善

・「実用化１００件」という目標の達成状況
を検証する必要。
・事業を今後も継続する場合は、新たなアウ
トカム指標を定めるべき。

5,702 5,701 ▲0 - 
年度内に改善を

検討

・目標の達成状況について、本事業は平成
28年度から開始しており、採択する事業者
の計画は3年間を想定している。昨年度末
時点で16件が事業化に至ったところ。今年
度以降、これまで支援してきた計画や現在
支援している計画の事業化が増加すること
を見込んでおり、目標の達成に向け、引き
続き採択事業者への支援を行ってまいりた
い。
・現在、復興創生期間後も見据えた浜通り
地域等の自立的・持続的な産業発展を図る
ためのビジョンを策定中であり、ビジョン
の内容を踏まえ、本事業の新たなアウトカ
ム指標を検討してまいりたい。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0125 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0127
福島イノベーション・コースト構想（ロボッ
トテストフィールド・研究開発拠点整備事
業）

H28 H31 3,483 2,066 2,065 対象外 終了予定

福島県浜通り地域の産業集積・新産業の創出
による産業復興のために必要な事業であるこ
とから、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

2,733 0 ▲2,733 - 予定通り終了
今年度で予定通り事業終了となるよう、県
庁に執行状況を定期的に確認する等、事業
の適切な執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0127 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0128 自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 H28 H33 8,000 8,000 8,000 対象外 現状通り
原子力被災12市町村の復興に資する事業であ
るが、現場のニーズや今後の見通しを明らか
にしつつ、予算の執行を進めること。

8,801 0 ▲8,801 - 現状通り
今年度の執行状況も見ながら、現場のニー
ズや今後の見通しを的確に把握しつつ、適
切な執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0128 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

放射線量測定指導・助言事業
【後掲（30-0129）】

- - - - 0 - - 

原子力災害による被災事業者の自立等支援事
業
【後掲（30-0130）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：５．福島・震災復興

0129 放射線量測定指導・助言事業 H25 H32 26 26 17 対象外 現状通り
例年の執行率が低いことから、予算要求に当
たっては予算規模の適正化を行うこと。

26 26 0 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、効率的・効果的な予
算の執行に努めていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0130 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0130
原子力災害による被災事業者の自立等支援事
業

H27 H32 1,571 1,571 1,146 

引続き、的確にニーズを把握し、予算規模
の適正化をはかること。12市町村の復興を
支えるための基幹的な施策であることか
ら、より効果的な施策となるよう、支援策
の在り方を検証すること。

現状通り

12市町村における産業・生業の再生のための
中核的な事業であり、引き続き効果的・効率
的な執行につとめること。また、令和３年度
以降の在り方についてもこれまでの効果検証
を踏まえた検討を行うこと。

6,011 1,580 ▲4,431 - 現状通り

12市町村における産業・生業の再生のた
め、引き続き効果的・効率的な執行に努め
る。また、令和３年度以降の在り方につい
てこれまでの効果検証を踏まえ検討を行
う。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0131 - - - - - その他 ○ ○ ○

0131 被災都市ガス導管移設復旧支援事業費補助金 H26 H32 125 179 152 
執行率に改善がみられた。令和2年度の事業
終了にむけ、適切な進捗管理を行い、効果
的・効率的な執行に努めること。

現状通り
事業終了に向けて適切な進捗管理を行うこ
と。

63 27 ▲37 - 現状通り

道路の嵩上げ工事等の進捗状況を常に注視
しつつ、適切なタイミングで本事業を実施
できるよう進捗管理を行うとともに、予算
の効果的・効率的な執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)石油等の安定供給の確保に必要な経費

復興庁 - 0132 - - - - - その他 ○

0132
東日本大震災被災地域等中小企業人材確保支
援等事業

H29 H32 150 150 145 対象外 現状通り
中小企業のニーズの把握に努め、事業の適切
な進捗管理、効率的・効果的な予算執行に努
めること。

151 151 ▲0 - 現状通り

本事業においては、被災地域の企業の経営
課題を踏まえ、専門家派遣等によりきめ細
かく、必要な人材像の明確化、企業の魅力
発信力の向上等の支援を行うとともに、即
戦力となる中核人材とのマッチングにつな
げる工夫を行い、引き続き、効率的・効果
的な予算執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)石油等の安定供給の確保に必要な経費

復興庁 - 0133 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0133
福島イノベーション・コースト構想推進基盤
整備事業

H30 H32 597 597 447 
実績を踏まえ、予算の適正化をはかるこ
と。適切な進捗管理を行い、効果的・効率
的な執行に努めること。

現状通り
ロボットテストフィールドの自立的な運営に
向けた在り方を早急に検討すべき。

927 1,020 93 - 現状通り
ロボットテストフィールドの自立的な運営
に向けた在り方について、福島県・関係機
関と検討を進めている。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 新30 - 0009 前年度新規 ○

0134 地域の魅力等発信基盤整備事業 H30 H32 234 234 186 
実績を踏まえ、予算の適正化をはかるこ
と。適切な進捗管理を行い、効果的・効率
的な執行に努めること。

現状通り 事業の効果測定の在り方を検討すること。 234 382 148 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、効率的・効果的な予
算の執行に努めていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 新30 - 0010 前年度新規 ○ ○ 　

東日本大震災復興特別貸付等
【30-0123の再掲】

- - - - 0 - - 

中小企業組合等共同施設等災害復旧事業
【30-0124の再掲】

- - - - 0 - - 

福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（共同利用施設（ロボット技術
開発等関連）整備事業)
【30-0125の再掲】

- - - - 0 - - 

福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（地域復興実用化開発等促進事
業）
【30-0126の再掲】

- - - - 0 - - 
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令和０１年度 令和０２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

会計区分 項・事項
平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

補助
金等

福島イノベーション・コースト構想（ロボッ
トテストフィールド・研究開発拠点整備事
業）
【30-0127の再掲】

- - - - 0 - - 

自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金
【30-0128の再掲】

- - - - 0 - - 

被災都市ガス導管移設復旧支援事業費補助金
【30-0131の再掲】

- - - - 0 - - 

　政策名：Ⅵ．エネルギー・環境

　　　　　　施策名：１．資源・燃料

　　　　　　施策名：３．電力・ガス

　いずれの施策にも関連しないもの

0135
被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ
開発・事業化支援事業

H25 H32 926 926 926 対象外 現状通り
的確にニーズを把握し、予算の適正化をはか
ること。引続き、効果的・効率的な執行に努
めること。

787 792 5 - 現状通り
引き続き、本事業のニーズ把握に努め、予
算の適正化を図るとともに、効果的・効率
的な執行に努めていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人産業技術総合研究所運営
費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人産業技術総合研
究所運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0134 - - - - - 平成３０年度対象

0136 中小企業再生支援事業 H25 未定 1,222 1,222 876 

執行率は7～8割程度。発災直後からの変化
を踏まえ、的確にニーズを把握し、予算の
適正化をはかること。引続き、効果的・効
率的な執行に努めること。

現状通り
的確にニーズを把握し、予算の適正化をはか
ること。引続き、効果的・効率的な執行に努
めること。

969 771 ▲198 - 現状通り

○過去の執行状況や被災地の支援ニーズを
勘案し、減額して要求。
○被災中小企業・小規模事業者の二重債務
問題に対応するために必要な事業であり、
引き続き予算の効率的な執行に努めてい
く。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)経営革新・創業促進に必要な経費

復興庁 - 0135 - - - - - その他 ○

0137
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交
付金

H23 未定 599 599 599 

引続き、的確にニーズを把握し、予算規模
の適正化をはかること。適切な進捗管理を
行い、効果的・効率的な執行に努めるこ
と。終期についても検討すること。

現状通り
引続き、的確にニーズを把握し、予算規模の
適正化をはかること。適切な進捗管理を行
い、効果的・効率的な執行に努めること

1,302 1,524 222 - 現状通り

引き続き被災中小企業・小規模事業者等の
ニーズを把握し、予算規模の適正化をはか
りつつ、適切な進捗管理を行い、効果的・
効率的な執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人中小企業基盤整備機
構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0136 - - - - - その他

　政策名：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

　　　　　　施策名：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る

0138 既設公営住宅等災害復旧事業 H25 H32 30 30 - 対象外 現状通り

○平成30年度の執行実績が０であることを踏
まえ、予算要求に当たっては予算規模の適正
化を行うこと。
○事業の目的である従前居住者の居住の安定
確保に向け、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

20 29 9 - 現状通り
地方公共団体の要望を踏まえ、令和２年度
に必要な事業に係る予算を計上する。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)住宅施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0137 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　　　　　　施策名：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

0139 東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業 H24 H32 126 126 36 対象外 現状通り

○近年の執行率が低いことから、予算要求に
当たっては、予算規模の適正化を行うこと。
○事業の目的である被災者の生活基盤及びコ
ミュニティの自律的再生、建設投資等の円滑
化による地域経済の活性化、復興案件の増加
に伴う手続きの長期化による復興の阻害回避
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

71 44 ▲27 - 現状通り

◯予算額と執行額の乖離（不用額）等を踏
まえ、令和２年度に必要な予算を計上す
る。
◯引き続き事業の目的を踏まえつつ、効率
性に留意しつつ予算の執行を進める。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

復興庁 - 0138 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

　　　　　　施策名：４．海洋･沿岸域環境や港湾空間の保全･再生･形成､海洋廃棄物処理､海洋汚染防止を推進する

河川津波対策等
【後掲（30-0141）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：７．良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する

0140 国営追悼・祈念施設整備事業 H27 未定 2,192 1,535 1,535 

年々繰越額が増加している。適切な進捗管
理を行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。事業の終期についても検討するこ
と。

現状通り
事業の目的である国営追悼・祈念施設（仮
称）の整備に向け、適切な進捗管理、効率的
な執行に努めること。

2,401 1,429 ▲972 - 現状通り

岩手・宮城について、平成32年度末を目途
に整備を行うとともに、福島については、
平成32年度中の一部利用に向け整備を進め
ているところ。適切な進捗管理を行うとと
もに、効果的・効率的な執行に努めてい
く。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)国営追悼・祈念施設整備に必要な経費

復興庁 - 0139 - - - - - その他

　政策名：４．水害等災害による被害の軽減

　　　　　　施策名：１２．水害・土砂災害の防止・減災を推進する

0141 河川津波対策等 H26 H32 6,287 6,735 6,734 
毎年多額の繰越が生じている。令和2年度で
の事業終了にむけ、適切な進捗管理を行
い、効果的・効率的な執行に努めること。

現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

3,547 1,257 ▲2,290 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)河川整備事業に必要な経費
(事項)砂防事業に必要な経費

復興庁 - 0140 - - - - - その他

　政策名：５．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保

　　　　　　施策名：１５．道路交通の安全性を確保・向上する

道路整備事業
【後掲（30-0145）】

- - - - 0 - - 

　政策名：６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

　　　　　　施策名：１９．海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

0142 港湾整備事業 H26 H32 30,415 35,519 35,406 

前年度に比べ繰越は改善した。令和2年度で
の事業の終了にむけ、引き続き適切な進捗
管理を行い、効果的・効率的な執行に努め
ること。また、入札の競争性の確保に尽力
のこと。

現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

29,720 29,551 ▲169 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)港湾事業に必要な経費
(事項)港湾環境整備事業に必要な経費

復興庁 - 0141 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：２０．観光立国を推進する

0143 福島県における観光関連産業復興支援事業 H25 未定 300 300 285 対象外 現状通り
事業の目的である地域の自立的な持続性のあ
る取組に向け、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

300 300 - - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)観光振興に必要な経費

復興庁 - 0142 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0144
東北地方へのインバウンド推進による観光復
興事業

H27 H32 4,265 4,265 4,120 

定量的な成果目標について、数値を単に切
りがよい数値に合わせるだけでなく、その
数値について十分な具体的かつ合理的理由
を示せるよう検討すること。令和2年度での
事業の終了にむけ、引き続き適切な進捗管
理を行い、効果的・効率的な執行に努める
こと。また、本件事業の実施主体との連携
を密にし、支出先の選定にあたって公平な
競争が確保されるように配慮すること。

現状通り
事業の目的である観光を通じて被災地の復興
を加速化させるため、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

4,209 3,094 ▲1,115 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)観光振興に必要な経費
(項)東日本大震災復興独立行政法人国際観光振興機構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人国際観光振興機構運
営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0143 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：２２．国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する

0145 道路整備事業 H26 H32 208,501 232,541 232,529 

やや改善しているものの、依然として繰越
額が大きい。令和2年度での終了にむけて予
算の適正化をはかること。適切な進捗管理
を行い、効果的・効率的な進行に努めるこ

現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

173,944 217,795 43,851 - 現状通り
引き続き、適切な進捗管理及び効率的・効
果的な予算執行に努めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)地域連携道路事業に必要な経費
(事項)道路維持管理に必要な経費

復興庁 - 0144 - - - - - その他 ○

　政策名：８．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

　　　　　　施策名：２７．地域公共交通の維持・活性化を推進する

0146 地域公共交通確保維持改善事業 H24 未定 1,177 1,177 1,056 対象外 現状通り
事業の目的である被災地のバス交通等の生活
交通の確保のため、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

926 722 ▲203 - 現状通り
引き続き効果的・効率的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)地域公共交通の維持・活性化の推進に必要な経費

復興庁 - 0145 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：９．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

　　　　　　施策名：３０．社会資本整備・管理等を効果的に推進する

　　　　　　施策名：３４．地籍の整備等の国土調査を推進する

0147 土地境界の明確化の推進 H24 H32 176 154 154 
令和2年度での事業の終了にむけ、引き続き
適切な進捗管理を行い、効果的・効率的な
執行に努めること。

現状通り

地籍調査の実施状況に合わせた測量成果の補
正を始めとして、地籍調査の未実施地域では
国直轄で官民境界の調査を実施するなど被災
自治体の早期復興に貢献したところであり、
引き続き効率的な事業執行に取り組んでいく
必要がある。

111 12 ▲99 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)国土調査に必要な経費

復興庁 - 0146 - - - - - その他 ○

　いずれの施策にも関連しないもの

0148 社会資本整備総合交付金（復興） H23 H32 96,079 108,022 104,743 対象外 現状通り

○平成30年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である東日本大震災の被災地域
における復興に向け、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

122,555 136,297 13,742 - 現状通り

平成32年度の事業終了に向け、各事業の進
捗状況等を踏まえ、必要な経費を精査のう
え予算を要求したところ。事業の目的であ
る東日本大震災の被災地域における復興が
図られるように、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)社会資本総合整備事業に必要な経費
(事項)離島社会資本総合整備事業に必要な経費

復興庁 - 0147 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0149
河川・海岸等災害復旧事業（水管理・国土保
全局所管）

H24 H32 104,063 138,651 133,225 

やや改善しているものの、毎年繰越が生じ
ているため、予算規模の適正化をはかるこ
と。令和2年度での事業の終了にむけ、引き
続き適切な進捗管理を行い、効果的・効率
的な執行に努めること。

現状通り

○平成30年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である被災地の社会資本の復旧
に向け、引き続き、執行見込の精緻化に努め
つつ、効率性に留意しつつ予算の執行を進め
ること

120,668 77,539 ▲43,129 - 現状通り
引き続き効率的、効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費
(事項)河川等災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0148 - - - - - その他 ○

0150 道路災害復旧事業 H25 H30 - 241 241 
計画通り終了することは適当。事業の検証
を行い、成果や知見の活用をはかること。

終了予定 事業終了は適当である。 - 0 - - 予定通り終了
事業の検証を行い、成果や知見の活用を図
るよう努める。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0149 - - - - - その他

0151 災害復旧事業 H24 H32 1,601 14,754 13,421 対象外 現状通り

○平成30年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である被災地の社会資本の復旧
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,987 6,073 4,086 - 現状通り
予算規模の適正化に留意しつつ、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費
(事項)河川等災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0150 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0152 航路標識整備事業 H25 H31 124 4 4 対象外 現状通り
事業の目的である海上の安全及び治安の確保
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

- 19 19 - 現状通り
海上の安全の確保に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)航路標識災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0151 - - - - - 平成３０年度対象

0153 都市災害復旧事業 H24 未定 - 2,031 1,547 対象外 現状通り
事業の目的である被災地の社会資本の復旧に
向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

722 0 ▲722 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0152 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：３．大気・水・土壌環境等の保全
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　　　　　　施策名：３-６．東日本大震災への対応（環境モニタリング調査）

0154 環境モニタリング調査 H24 未定 537 537 427 
執行率が毎年8割程度であり、事業を精査
し、予算規模の適正化をはかること

現状通り

放射性物質の情報等を的確に把握し、国民に
正しい情報を提供することは、環境回復の状
況の把握・国民の安心の確保に資する必要性
の高い事業である。一方で、毎年の執行率が8
割程度で推移していることから、事業を精査
し、予算規模をより適正化する余地がある

509 492 ▲17 - 現状通り

引き続き、放射性物質の情報等を的確に把
握し、国民に正しい情報を迅速に提供する
ことにより、被災地周辺の環境回復状況の
把握、国民の安心の確保に資するよう、効
率的・効果的な予算執行に努めていく。な
お、令和２年度の予算要求については、事
業の精査を行い、予算規模の適正化を図っ
た。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

復興庁 - 0153 - - - - - その他 ○

　政策名：４．廃棄物・リサイクル対策の推進

　　　　　　施策名：４-７. 東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理）

0155 災害廃棄物処理代行事業 H24 H32 3,309 4,114 3,432 対象外 現状通り

令和２年度での事業終了に向け、引き続き適
切な進捗管理を行い、効果的・効率的な執行
に努めること。支出先の選定に当たっては、
引き続き競争性を確保する取組を行うこと。

2,219 8,246 6,027 - 現状通り
令和2年度の事業の完了に向け、引き続き
効果的・効率的な予算の執行に努めてい
く。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

復興庁 - 0155 - - - - - 平成３０年度対象

0156 循環型社会形成推進交付金 H24 H32 24,893 25,365 22,802 
令和2年度までに70件を完了するという目標
を、的確に達成できるよう工夫すること

現状通り

令和2年度での事業終了に向け、事業内容や事
業費を精査する必要がある。地方公共団体と
連携しながら事業の進捗管理を徹底するとと
もに、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行に努めること

25,552 30,708 5,156 - 現状通り
令和2年度の事業の完了に向け、事業内
容・事業費の精査に努め、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)廃棄物処理施設整備に必要な経費

復興庁 - 0156 - - - - - その他 ○

　政策名：５．生物多様性の保全と自然との共生の推進

　　　　　　施策名：５-６. 東日本大震災への対応（自然環境の復旧・復興）

0157
帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策
事業

H25 H32 416 416 265 対象外 現状通り

令和２年度での事業終了に向け、引き続き関
係省庁や地方公共団体と連携を密にし、適切
な進捗管理を行い、効果的・効率的な執行に
努めること。支出先の選定に当たっては、引
き続き競争性を確保する取組を行うこと。

418 418 ▲0 - 現状通り

令和２年度の事業の完了に向け、引き続き
関係省庁、福島県、関係市町村と連携し、
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。また、支出先の選定に当たっては、入
札公告期間を長めに設定するなど、競争性
の確保に努める。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)生物多様性の保全等の推進に必要な経費

復興庁 - 0157 - - - - - 平成３０年度対象 ○

0158 三陸復興国立公園等復興事業 H24 H32 544 758 726 
令和2年度での事業の終了にむけ、引き続き
適切な進捗管理を行い、効果的・効率的な
執行に努めること。

現状通り
令和2年度での事業の終了にむけ、引き続き適
切な進捗管理を行い、効果的・効率的な執行
に努めること。

881 226 ▲656 - 現状通り
令和2年度の事業の完了に向け、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)自然公園等事業に必要な経費

復興庁 - 0158 - - - - - その他 ○

　政策名：１０．放射性物質による環境の汚染への対処

　　　　　　施策名：１０－１．放射性物質により汚染された廃棄物の処理

0159 放射性物質汚染廃棄物処理事業 H24 未定 117,449 119,742 88,011 

必要性の高い事業であると認められるが、
執行率が低く（平成30年度ではやや改善が
認められる。）、繰越額が大きい。引続
き、事業の精査を行い予算の適正化をはか
ること。適切な進捗管理を行い、効果的・
効率的な執行に努めること。また、支出先
の選定にあたって公平な競争が確保される
ように十分に配慮すること。

現状通り

昨年度より改善がみられたが、多額の繰越と
不用が発生していることから、予算要求に当
たっては引き続き事業規模の精査を行い、適
切な進捗管理を行うこと。支出先の選定に当
たっては、引き続き競争性を確保する取り組
みを行うこと。

105,383 104,621 ▲762 - 現状通り

令和２年度要求に当たっては、事業規模の
精査を行った上で、事業の進捗を踏まえた
所要額を要求する。
支出先選定に当たっては、より競争性を高
めるため、業務内容を踏まえた上で、引き
続き公告期間の延長等を行う。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費
(項)環境保全復興事業費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0159 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：１０－２．放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等

0160 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 H24 未定 121,212 161,046 114,060 対象外 現状通り

昨年度より改善がみられたが、多額の繰越が
出ている。また執行率も低下している。事業
の精査を行い、予算の適正化をはかること。
適切な進捗管理を行い、効果的・効率的な執

118,686 54,035 ▲64,651 - 現状通り

事業の進捗状況も踏まえ、予算の適正化を
はかった。なお、効果的・効率的な執行と
なるよう引き続き事業者の選定に当たって
は競争性を確保する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0160 - - - - - 平成２９年度対象 　 ○ ○

0161 中間貯蔵施設の整備等 H24 未定 218,091 176,430 167,519 

・入札の競争性、公平性を高めるために、
やり方や説明の仕方にさらに工夫が必要で
あるが、引き続き事業を強力に推進すべ
き。
・契約毎に価格の妥当性の検証を励行願い
たい。

現状通り

執行率は改善したが、繰越額が増加してい
る。事業の精査を行い予算の適正化をはかる
こと。執行にあたっては、適切な額となるよ
う、検証を励行すること。支出先の選定に当
たっては、より競争性、公平性を高める取り
組みを行うこと。

208,127 561,156 353,029 - 現状通り

要求にあたっては事業の精査を行い、予算
の適正化をはかった。
執行についても適切な額となるよう、検証
を励行し、支出先の選定に当たっては、よ
り競争性、公平性を高める取り組みを実施
する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費
(項)環境保全復興事業費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0161 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0162 特定復興再生拠点整備事業 H29 未定 69,037 26,756 24,169 対象外 現状通り
繰越額が増加している。適切な進捗管理を行
い、効果的・効率的な執行に努めること。

86,941 70,791 ▲16,150 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

復興庁 - 0162 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること

　　　　　　施策名：原子力災害対策及び放射線モニタリングの充実

0163
原子力被災者環境放射線モニタリング対策関
連交付金

H25 未定 800 800 800 対象外 現状通り
引続き、地方公共団体と連携してニーズの把
握に努め、予算の適正化をはかること。

800 800 - - 現状通り
福島県及び関係自治体との担当者会議を行
い、最適なモニタリングに努めることで、
予算の適正化を図っている。

原子力規制委員会
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0163 - - - - - 平成３０年度対象 ○ ○

0164
放射性物質環境汚染状況監視等調査研究に必
要な経費

H24 未定 1,344 1,344 1,256 対象外 現状通り
執行率が毎年8割程度であり、事業を精査し、
予算規模の適正化をはかること。

1,327 1,236 ▲92 - 現状通り
事業の必要性を精査し、予算規模を見直す
など、さらなる適正化を図っている。

原子力規制委員会
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0164 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0165 環境放射線測定等に必要な経費 H25 未定 1,118 1,118 948 対象外 現状通り
事業の実施にあたっては、引き続き、地元と
の調整を丁寧に行うこと。その上で効果的・
効率的な執行に努めること。

1,137 1,086 ▲51 - 現状通り
事業の実施にあたっては、地元との調整を
丁寧に行う。また、効果的・効率的な予算
執行に努めていく。

原子力規制委員会
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0165 - - - - - 平成３０年度対象 ○

　政策名：１．総合的な防衛体制を構築し、各種事態の抑止・対処のための体制を強化

　　　　　　施策名：(１) 周辺海空域における安全確保

0166 被災した装備品等の復旧 H25 H30 - 416 416 対象外 終了予定 事業終了は適当である。 - 0 - - 予定通り終了 -
防衛省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)防衛復興政策費
(事項)航空機の整備維持に必要な経費

復興庁 - 0166 - - - - - 平成２９年度対象 　

　　　　　　施策名：(２) 島嶼部に対する攻撃への対応

被災した装備品等の復旧
【後掲（30-0166）】

- - - - 0 - - 

　　　　　　施策名：(５) 大規模災害等への対応

被災した装備品等の復旧
【後掲（30-0166）】

- - - - 0 - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0167 国有財産等の除染 H26 H31 - - - 対象外 現状通り
事業の終了に向け、引き続き、適切な進捗管
理を行い、効果的・効率的な執行に努めるこ
と

1 0 ▲1 - 予定通り終了
当該事業は、令和元年度で終了する予定で
あるため、令和２年度の要求は行わない。

法務省、財務省、文科省、厚労省、農
水省、国交省、防衛省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0167 - - - - - 平成２９年度対象

- - - - 0 - - - - - - - -

- - - - 0 - - 

1,511,431 1,631,837 1,461,709 1,461,643 1,676,018 214,375 ▲1,211 

- 0 - - 

- - - - 

14,638 14,490 13,088 16,403 15,777 ▲626 

- 0

一般会計

行政事業レビュー対象　計 東日本大震災復興特別会計

一般会計

東日本大震災復興特別会計行政事業レビュー対象外　計
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※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

令和０１年度 令和０２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

会計区分 項・事項
平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

補助
金等

- - - - 0 - 

1,526,069 1,646,327 1,474,797 1,478,046 1,691,795 213,749 

- 0

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成３１年度の点検の結果、事業を廃止し平成３２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成３１年度の点検の結果、見直しが行われ平成３２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成３１年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成３２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。
注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成３１年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成２９年度対象」、「平成３０年度対象」と記載

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

合　　　　　計

一般会計

東日本大震災復興特別会計
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